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2015 年 05 月 11 日 

 

 吉富薬品株式会社 

   

     Ｎｏ.125 

 

「精神科医療情報総合サイト e-らぽーる http://www.e-rapport.jp/」を開設しています。 

ＭＭＳニュースのバックナンバーも掲載しております。     本文（表紙含め）：6枚 

 

■「平成 27 年度介護保険制度の改正」 ～主な改正内容に関して～ 

 

Ⅰ．平成 27 年度介護保険制度改正の概要 

 平成 27 年度介護保険制度改定は、団塊の世代が 75 才以上となる 2025 年（平成 37 年）

に向けて、地域における医療・介護の総合的な確保が図られます。医療としては効率的か

つ質の高い医療提供体制の構築、介護としては地域包括ケアシステムの構築が図られ、特

に 2025 年に向け高齢者が増加し、認知症患者の増加が予想されることから、認知症対策が

重点課題になります。 

 

１．介護保険制度の現状 
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介護保険制度は、平成 12 年（2000 年）4月より始まり、本年で 15 年目を迎えます。 

これまでの 14 年間で介護保険対象者が 1.48 倍、利用者も 3.3 倍に増加し、特に在宅系の
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サービス利用者が 3.77 倍と大きな伸びを示しています。 

65 歳以上の高齢者数は、2025 年には 3,657 万人となり、2042 年にピークを迎えます。そ

の中で認知症高齢者や単独世帯、夫婦のみの世帯が増加していくことが予想されています。 

また、75 歳以上の人口は、団塊の世代が多い都市部で急速に増加し、もともと高齢者人

口の多い地方でも緩やかに増加します。各地域で高齢化の状況は異なるため、地域の特性

に応じたサービスの提供が必要になります。 

 

２．介護保険制度の今後 

 要介護率が高くなる 75 歳以上の人口は、介護保険創設の 2000 年以降、急速に増加して

きましたが、2025 年までの 10 年間も急速に増加します。しかし、2030 年頃から 75 歳以上

の人口は急速には伸びなくなり、一方 85 歳以上の人口はその後 10 年程度は増加します。 

また、高齢者を支える働く世代の介護保険料の負担は 2025 年に 1.8 倍、2050 年には 4倍

程負担が増すことが予想されています。その中でどの様な施策を実行していくかが課題に

なります。 

   

Ｈ２７年度改定
▲２．２７％

介護報酬の
改定率

事業運営機関 事業計画 給付（総額費用） 事業計画

２０００年度
２００１年度
２００２年度

第
一
期

３．６兆円

４．６兆円

５．２兆円

２００３年度
２００４年度
２００５年度

第
二
期

５．７．兆円

６．２兆円

６．４兆円

２００６年度
２００７年度
２００８年度

第
三
期

６．４．兆円

６．７兆円

６．９．兆円

２００９年度
２０１０年度
２０１１年度

第
四
期

７．４．兆円

７．８兆円

８．２兆円

２０１２年度
２０１３年度
２０１４年度

第
五
期

８．８兆円

９．４兆円

１０．０兆円

２０１５年度
２０１６年度
２０１７年度

第
六
期

１０．１兆円

２１兆円程度（改革シナリオ）
２０２５年度

・
・
・

第
一
期

第
二
期

第
三
期

第
四
期

第
五
期

第
六
期

２,９１１円
（全国平均）

３,２９３円
（全国平均）

４,０９０円
（全国平均）

４,１６０円
（全国平均）

４,９７２円
（全国平均）

８,２００円程度

Ｈ１５年度改正
▲２．３％

Ｈ１７年度改定
▲１．９％

Ｈ１９年度改定
▲０．５％

Ｈ２１年度改定
＋３．０％

Ｈ２４年度改定
＋１．２％

Ｈ２６年度改定
＋０．６３％

 

 市町村は、３年を１期（2005 年度までは 5年を１期）とする介護保険事業計画を策定し、

3年ごとに見直しを行います。保険料は、3年ごとに、事業計画に定めるサービス費用見込

み額等に基づき、3年間を通じて財政の均衡を保つよう設定されています。 

 高齢化の進展により、2025 年には保険料が現在の 5,000 円程度から 8,200 円程度に上昇

することが見込まれており、地域包括ケアシステムの構造を図る一方、介護保険制度の持

続可能性の確保のための重点化・効率化も必要となっています。 
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 Ⅱ．介護保険制度の改正の主な内容について 

平成 27 年度介護制度改正は、平成 26 年 6 月 25 日に公布された医療介護総合確保推進法

による制度改正です。医療介護総合確保推進法の目的は、高度急性期から在宅医療介護ま

での一連のサービスを地域において総合的に確保することで地域における適切な医療・介

護サービスの提供体制を実現し、患者の早期の社会復帰を進め、住み慣れた地域での継続

的な生活を可能にすることです。 

１．平成 27 年度介護保険制度改正の主な内容 

 平成 27 年度介護保険制度の大きな柱は、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよ

うにするため、介護、医療、生活支援、介護予防を充実する「地域包括ケアシステムの構

築」と低所得者の保険料軽減を拡充することや、保険料上昇をできる限り抑えるため、所

得や資産のある人の利用者負担を見直す「費用負担の公平化」の 2点です。 

介護保険制度の改正の主な内容

地域包括ケアシステムの構築に向けた
地域支援事業の充実

①在宅医療・介護連携の推進
②認知症施策の推進
③地域ケア会議の推進
④生活支援サービスの充実・強化

サービスの充実

低所得者の保険料の軽減割合を拡大

低所得者の保険料軽減を拡充

①全国一律の予防給付（訪問介護・通所介
護）を市町村が取り組む地域支援事業に移
行し、多様化

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則
要介護３以上に重点化（既入所者は除く）

重点化・効率化

① 一定以上の所得のある利用者の自己負担を
引上げ

② 低所得の施設利用者の食費・居住費を補填
する「補足給付」の要件に資産などを追加

重点化・効率化

①地域包括ケアシステムの構築 ②費用負担の公平化

   

（１）地域包括ケアシステムの構築 

ⅰ）地域包括ケアシステムの構築の概要 

  団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れ

た地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・

住まい・生活支援が包括的に確保される継ぎ目のない連携体制の構築の実現を目指してい

ます。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を

支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要になります。 

 また、人口が横ばいで 75 歳以上人口が急増する大都市部、75 歳以上人口の増加は緩やか

だが人口は減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差があります。そこで、

地域包括ケアシステムでは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に
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基づき、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要になります。 

 市町村等においての構築プロセスは、まず、地域の課題の把握や社会資源を発掘し、「量

的・質的な分析」を実施します。次に、地域関係者による対応策を検討し、「事業化・施策

化を協議」します。最後に「具体策の検討」をし、ＰＤＣＡサイクルを回していきます。 

ⅱ）地域包括ケアシステム構築の実施項目 

地域包括ケアシステム構築の実施項目は、「サービスの充実」や「重点化・効率化」を図

ることです。 

「サービスの充実」では、①在宅医療・介護連携の推進、②認知症施策の推進、③地域

ケア会議の推進、④生活支援サービスの充実・強化の 4 点において地域支援事業の充実を

図ります。 

   

地域包括ケアシステムの姿
病気になったら・・・・

医療

病院
急性期、回復期、慢性期

日常の医療
・かかりつけ医、有床診療所
・地域連携病院
・歯科医療、薬局

・地域包括支援センター
・ケアマネージャ

通院・入院

通所・入所

介護が必要になったら・・・・

介護

■在宅系サービス
・訪問介護、訪問看護、通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・２４時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋

訪問看護）等
■介護予防サービス

通所・入所

いつまでも元気に暮らすために・・・

生活支援・介護予防

・自宅
・サービス付高齢者向け住宅等

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

■施設・居宅系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

 

①在宅医療・介護連携の推進 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けることができるように、地域における医療・介護の関係機関が連携し、包括的かつ継

続的な在宅医療・介護を提供することが重要となります。このため、医療機関が連携し、

多職種協働により在宅医療・介護を一体化できる体制を構築するため、都道府県・保健所

の支援の下、市区町村が中心となって、地域の関係機関の連携体制の構築を推進します。 

②認知症施策の推進 

 認知症専門医による指導の下に早期診断、早期対応に向けて「認知症初期集中支援チー

ム」と「認知症地域支援推進員」の体制を地域包括支援センター等に整備します。 

 「認知症初期集中支援チーム」は、複数の専門職で認知症が疑われる人、認知症の人と

その家族を訪問（アウトリーチ）し、認知症の専門医による鑑別診断等をふまえて、観察、
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評価を行い、本人や家族支援などの初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポ

ートを行います。 

 「認知症地域支援推進員」は、認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続

けることできるよう、地域の実情に応じて医療機関、介護サービス事業所や地域の支援機

関をつなぐ連携支援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行います。 

 また、認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）が示され、認知症の人の意思が尊重

され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会

の実現を目指し、７つの柱を戦略として実行されます。7つの柱は、１）認知症への理解を

深めるための普及・啓発の推進、２）認知症の容態に応じた適時・適切な医療介護の提供、

３）若年性認知症施策の強化、４）認知症の人の介護者への支援、５）認知症の人を含む

高齢者にやさしい地域づくりの推進、６）認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテ

ーションモデル、介護モデル等の研究開発及びその成果の普及の促進、７）認知症の人や

その家族の視点の重視です。 

   

認知症初期集中支援チームと認知症地域支援推進員について

連携

相談

近隣地域

医療系＋介護系職員（保健師、看護師、
介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等）

●認知症初期集中支援チーム

認知症サポート医
である専門医（嘱託）

指
導

助
言

相
談

情
報
提
供

●認知症地域支援推進員

相
談

情
報
提
供

指
導

助
言

保健師・看護師等

地域の実態に応じた認知症施策の推進
（医療・介護・地域資源と専門相談等）

複数の専門職による個別の訪問支援
（受診勧奨や本人・家族へのサポート等）

●認知症初期集中支援チーム

専門医

○専門的な鑑別診断
○定期的なアセスメント
○行動・心理症状外
○地域連携

本
人

家
族

紹介

診断・指導

派遣

診断・指導

●かかりつけ医・歯科医
日常診療・相談

情報提供・相談

指導・助言

紹介

訪問・評価

診療・相談

 

③地域ケア会議の推進 

 地域ケア会議は、地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討

を行い、地域のネットワーク構築、ケアマネージメント支援、地域課題の把握等を推進す

る会議です。 

この会議は、平成 27 年度より介護保険法に規定されます。規定内容は、市町村が地域ケ

ア会議を行うよう努めなければならない旨、地域ケア会議を適切な支援を図るために必要

な検討を行うとともに、地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関

する検討を行うことや地域ケア会議に参加する関係者の協力や守秘義務に係る規定などで

す。 
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④生活支援サービスの充実・強化 

 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性

が増加しています。今後は、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同組合等の多様な主体

が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要になります。また、高齢者の介護予

防が求められていますが、社会参加や社会的役割を持つことで生きがいや介護予防につな

がると考えられています。 

そこで、市町村が、多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくり

を支援し強化を図ります。具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボ

ランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク化

などを行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置などについて、介

護保険法の地域支援事業に位置付けます。 

「重点化・効率化」においては、全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村

が取り組む地域支援事業に平成 29 年を目途に段階的に移行し、介護事業者による既存のサ

ービスに加え、ＮＰＯ、民間企業、住民ボランティア、協同組合等による多様なサービス

を提供できる様にしていきます。また、中重度者に対しての手厚い対応として、例えば特

別養護老人ホームの新規入所者を原則要介護 3以上に限定し重点化・効率化を図ります。 

（２）費用負担の公平化 

 介護保険の費用負担の公平化において、低所得者の保険料は、給付費の 5 割の公費に加

えて、別枠で公費を投入し、保険料の軽減割合を拡充し、一定以上の所得のある利用者は、

保険料の自己負担割合を 2 割に引き上げます。また、低所得の施設利用者の食費・居住費

を補填する「補給給付」の要件に資産などを追加し、所得や資産のある人の利用者負担を

見直し、重点化効率化を図ります。 

（３）介護人材の確保 

        

介護人材の確保

取
組
の
４
つ
の
視
点

参入の
促進

介護業界のイメージアップの推進、介護職員の専門性に対する社会的
認知度のアップ、情報公表や適切なマッチングなど多様な人材が就労
できるような裾野を広げる取り組み

キャリアパ
スの確立

研修の受講支援や法人の枠を超えた人事交流の推進などのステップ
アップやキャリアパスの確立 等

職場環境
の整備・

改善

介護職員の負担軽減のための介護ロボットの開発促進やICTを活用し
た情報連携の推進・業務の効率化などの職場環境の整備・改善 等

処遇改善
介護報酬の改定を通じて、介護職員の更なる処遇改善を図るとともに、
事業者による取組の促進策を検討 等

 

重要課題の介護人材の確保は、基金と消費税の財源として取組がなされます。 

また、平成 27 年度介護報酬改正を通じて、介護職員の更なる処遇改善を図るとともに、

事業者による取組の促進策を検討し、介護報酬として処遇改善加算が設けられます。 

以上    


